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令和3年度厚生労働科学研究費補助金研究「災害派遣精神医療チーム（DPAT）の活動期間及び質の高い活動内容に関する研究」（研究代表者：筑波大学
災害・地域精神医学 太刀川弘和）において、自治体、DPAT はいずれも 3 割に開始・終了基準がなくマ
ニュアル記載があっても行政手続としての記載にとどまり内容も様々であったことから、「DPAT活動開始基準（案）」と「DPAT活動終了基準
（案）」が策定されました。
実際に皆さまがDPAT調整本部を設置し、活動を開始または終了する際に、基準の項目を参考にして活動することが出来るか否か、該当するものに
チェックを入れて理由を教えてください。
なお、調査の前提として、過去の災害事例や他の医療機関チームの活動基準等を参考に、DPAT活動が必要とされることを想定しています。

1. DPAT 活動開始基準(案)
下記のいずれかの状況が生じた場合、DPAT 調整本部を設置し活動を開始することが望ましい。
• 自都道府県で、震度6弱以上(東京都の場合は23区内において震度5強以上、その他の地域において震度6弱以上)の地震が発生した。
• 自都道府県で大津波警報が発表された。
• 自都道府県に特別警報(大雨洪水等)が発令された。
• 自都道府県に災害対策本部や保健医療調整本部等の上位本部が設置された。
• 自都道府県に DMAT 調整本部が設置された。
• 隣接する都道府県が EMIS 災害モードに切り替わった。
• その他 自都道府県の知事が必要と認めた。

１．属性について
１）性別

男性 女性

２）年齢
２０代 ３０代 ４０代
５０代 ６０代 ７０代以上

３）現在の主たる勤務先
医療機関 精神保健福祉センター 都道府県庁

４）現在の職種（複数回答可）
医師（統括者） 医師（統括者以外） 看護師
保健師 精神保健福祉士 公認心理師
臨床心理技術者  事務職 その他

５）過去のDPATが関連する研修・訓練の受講・参加回数
DPAT先遣隊研修
DPAT統括者・事務担当者研修

都道府県DPAT研修
大規模地震時医療活動訓練

６）過去DPATとして災害での活動回数

７）６）でDPATとしての災害活動のご経験があるとお答えした方にお聞きします。どのような活動をされましたか。（複数選択可）
本部活動（調整本部） 病院支援 地域支援
支援者支援 その他

８）過去DPAT以外での災害での活動回数

９）８）でDPAT以外での災害活動のご経験があるとお答えした方にお聞きします。どのような活動をされましたか。（複数選択可）
本部活動（調整本部） 病院支援 地域支援
支援者支援 その他
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２．DPAT活動開始基準についてお尋ねします。以下のいずれの基準で、DPAT調整本部を立ち上げ、DPAT活動を開始しますか。
１）自都道府県で、震度６弱以上（東京都の場合は２３区内において震度５強以上、その他の域において震度６弱以上）の地震が発生した。

調整本部の設置が必要と判
断できる

調整本部の設置が必要と判
断できない

　１－１）調整本部を設置しないと回答された方にお聞きします。設置されない理由は以下の内どれですか。（複数回答可）

平時の体制で対応可能
DPAT調整本部の設置をす
る体制が無い

そのような状況は起こり得
ない

精神医療活動の必要性がな
い

その他

　１－２）その他を選んだ方は、その内容を以下に記載してください。

２）自都道府県で大津波警報が発表された。
調整本部の設置が必要と判
断できる

調整本部の設置が必要と判
断できない

　２－１）調整本部を設置しないと回答された方にお聞きします。設置されない理由は以下の内どれですか。（複数回答可）

平時の体制で対応可能
DPAT調整本部の設置をす
る体制が無い

そのような状況は起こり得
ない

精神医療活動の必要性がな
い

その他

　２－２）その他を選んだ方は、その内容を以下に記載してください。

３）自都道府県に特別警報（大雨洪水等）が発令された。
調整本部の設置が必要と判
断できる

調整本部の設置が必要と判
断できない

　３－１）調整本部を設置しないと回答された方にお聞きします。設置されない理由は以下の内どれですか。（複数回答可）

平時の体制で対応可能
DPAT調整本部の設置をす
る体制が無い

そのような状況は起こり得
ない

精神医療活動の必要性がな
い

その他

　３－２）その他を選んだ方は、その内容を以下に記載してください。

４）自都道府県に災害対策本部や保健医療調整本部等の上位本部が設置された
調整本部の設置が必要と判
断できる

調整本部の設置が必要と判
断できない

　４－１）調整本部を設置しないと回答された方にお聞きします。設置されない理由は以下の内どれですか。（複数回答可）

平時の体制で対応可能
DPAT調整本部の設置をす
る体制が無い

そのような状況は起こり得
ない

精神医療活動の必要性がな
い

その他

　４－２）その他を選んだ方は、その内容を以下に記載してください。

５）自都道府県に DMAT 調整本部が設置された
調整本部の設置が必要と判
断できる

調整本部の設置が必要と判
断できない

　５－１）調整本部を設置しないと回答された方にお聞きします。設置されない理由は以下の内どれですか。（複数回答可）

平時の体制で対応可能
DPAT調整本部の設置をす
る体制が無い

そのような状況は起こり得
ない

精神医療活動の必要性がな
い

その他

　５－２）その他を選んだ方は、その内容を以下に記載してください。

６）自都道府県及び隣接する都道府県が EMIS 災害モードに切り替わった
調整本部の設置が必要と判
断できる

調整本部の設置が必要と判
断できない
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　６－１）調整本部を設置しないと回答された方にお聞きします。設置されない理由は以下の内どれですか。（複数回答可）

平時の体制で対応可能
DPAT調整本部の設置をす
る体制が無い

そのような状況は起こり得
ない

精神医療活動の必要性がな
い

その他

　６－２）その他を選んだ方は、その内容を以下に記載してください。

７）その他 自都道府県の知事が必要と認めた
調整本部の設置が必要と判
断できる

調整本部の設置が必要と判
断できない

　７－１）調整本部を設置しないと回答された方にお聞きします。設置されない理由は以下の内どれですか。（複数回答可）

平時の体制で対応可能
DPAT調整本部の設置をす
る体制が無い

そのような状況は起こり得
ない

精神医療活動の必要性がな
い

その他

　７－２）その他を選んだ方は、その内容を以下に記載してください。

活動終了判断基準とできる 活動終了判断基準とできない

　１）活動終了判断基準とできないと回答された場合、その理由。

• EMIS 内の被災圏域の精神病床を有する医療機関等が緊急時入力項目において「支援不要」となる。
• 避難者数や DPAT 活動における処方数、相談件数から精神保健活動や支援者支援のニーズの減少を総合的に推定できる。
• 被災地の精神保健医療福祉に関わる機関(行政、保健所、精神保健福祉センター、被災地の精神科医療機関等)による対応が可能とな
る。
• 保健医療調整本部等の合同会議において、災害医療コーディネーター、精神保健福祉センター長の他、被災地の精神保健医療福祉に関
わる機関や他の保健医療福祉支援チーム等から終了の同意が得られている。

以上でアンケートは終了となります。ご協力いただき、誠にありがとうございました。

３．DPAT活動終了基準についてお尋ねします。
以下のすべての基準を満たすことでDPAT調整本部を撤収し、DPAT活動を終結することができますか。


